
道路事業の再評価説明資料

北陸地方整備局

平成２８年１１月

〔国道２５３号 上越三和道路〕

資料－９
平成２８年度 第４回

北陸地方整備局
事業評価監視委員会



目 次
１．事業概要

（１）事業の目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ １

（２）計画の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ ２

２．現在に至る経緯 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ ３

３．事業の投資効果

（１）便益に係る整備効果

①走行時間の短縮、②交通事故件数の減少 ・・・・・・・・・・ Ｐ ４

（２）その他の効果

①北陸新幹線上越妙高駅と主要観光地のアクセス機能向上 ・・・ Ｐ ５

②第三次医療施設（新潟県立中央病院）へのアクセス向上 ・・・ Ｐ ６

③冬期間におけるスムーズな交通の確保 ・・・・・・・・・・・ Ｐ ７

４．費用対効果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ ９

５．対応方針（原案） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ １０

６．費用対効果分析実施判定票 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ １１

参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ １２



当事業は、地域高規格道路「上越魚沼地域振興快速道路(延長60km)」の一部を構成する、新潟県上越市寺

～上越市三和区本郷間（延長7.0km）において、

を目的として、直轄権限代行によりバイパス整備を行うものである。

１．事業概要
（１）事業の目的

写真：寺IC付近

【広域図】

さんわ

て ら

てら

- 1 -

（供用済）

上新バイパス

整備区間

延長2km
供用済

（国土交通省）

延長7km
H13年度事業化
（国土交通省）

延長9.4km
H9年度事業化
（新潟県）

三和安塚道路

整備区間

調査区間 延長13km 未指定区間 延長16km
調査区間
延長3km

延長9.7km
H12年度事業化
（国土交通省）

八箇峠道路

整備区間
上越三和道路
延長7.0km

津南町

上越市

柏崎市

十日町市

南魚沼市

妙高市

長岡市

■三和安塚道路 暫定2車供用

・供用延長：浦川原IC～安塚IC 延長4.7㎞
・供用開始：H22.3.13

NN

写真

て
ら

つ
る
ま
ち

さ
ん
わ

う
ら
が
わ
ら

や
す
づ
か

ま
つ
だ
い

は
っ
か

の
だ

みょうこう つ な ん

みなみうおぬま

や ま と

こ い で

ほ り の う ち

むいかまち

と
お
か
ま
ち

とおかまち

ながおか

かしわざき

お ぢ や

う ら が わ ら や す づか

じょうえつさんわ

【位置図】
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○ 広域的な道路ネットワークの強化

○ 第三次医療施設へのアクセス向上

○ 冬期を含めた道路交通の安全性・信頼性の確保 など
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１．事業概要
（２）計画の概要

● 事業名：国道253号 上越三和道路

● 延 長：7.0km

● 起終点：(起)新潟県上越市寺

(終)新潟県上越市三和区本郷

● 都市計画決定：平成11年度

● 事業化：平成13年度(権限代行)

● 全体事業費：約704億円

● 平成28年度末までの投資額(予定)

：約182億円(進捗率26％)
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【 標準横断図 】 （単位：ｍ）
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○平成25年度再評価以降、設計、用地取得、埋蔵文化財調査、

改良工事を推進。

２．現在に至る経緯
事業の経緯

全体 執行済額 進捗率 残事業費

事業費 約704億円 約182億円 26％ 約522億円

うち用地費・
補償費

約48億円 約42億円 88％ 約6億円

平成28年度末（予定）、金額は税込み事業の進捗状況

今後の事業展開
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目指して整備を進める。

○（仮称）鶴町IC～（仮称）三和IC間は暫定2車線供用に向け整
備を進め、全線4車線化は、交通状況を勘案しつつ整備時期
等について検討する。
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年 度 主な経緯

平成6年度
上越魚沼地域振興快速道路（延長60km）計画
路線決定

平成7年度 上越市～松代町（現 十日町市）間（延長29km）
調査区間指定

平成10年度 上越三和道路（延長7.0km）整備区間指定

平成11年度 都市計画決定

平成13年度 事業化(権限代行) ・用地着手

平成14年度 工事着手

平成22、25年度 事業再評価（指摘事項なし、継続）

まつだい とおかまち
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３．事業の投資効果
（１）便益に係る整備効果 ①走行時間の短縮、②交通事故件数の減少

○上越三和道路の整備により、安全・円滑な走行環境が確保され、上越市街地と旧東頚城地域の走行時間が約
14分短縮し事業区間の渋滞損失時間が年間約35万人･時間削減される。

○上越三和道路の整備により、現国道253号の交通が上越三和道路へ転換し、安全な走行環境が確保され、事業
区間の事故件数は年間約６件の減少が期待される。

【走行時間の短縮】 【渋滞損失時間の削減】

出典：H42将来交通量推計値

写真：渋滞状況（福田交差点から三ツ屋方面を望む）
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①北陸新幹線上越妙高駅と主要観光地のアクセス機能向上

３．事業の投資効果

○上越地域は豊富な観光資源に恵まれた地域であり、上越三和道路周辺には観光施設が多く点在している。

○北陸新幹線（上越妙高駅）の開業により、上越市への観光客の増加が見込まれており、上越三和道路の整備は、

市内観光施設へのアクセス性向上、域外との交流促進・地域の活性化に寄与する。

（２）その他の効果

じょうえつみょうこう



②第三次医療施設（新潟県立中央病院）へのアクセス向上

○旧東頚城地域（浦川原区・安塚区・大島区・牧区）では、救急医療患者搬送先の96％が上越市街地の病院である。

○上越三和道路の整備により、上越地方唯一の第三次医療施設である新潟県立中央病院の30分圏域カバー人口

が約6.2千人増加するなど、迅速な救急医療患者の搬送に貢献する。

３．事業の投資効果

【第三次医療施設（新潟県立中央病院）
30分圏域カバー人口の増加】

【旧東頚城地域（浦川原区・安塚区・大島

区・牧区）の救急医療患者搬送先】
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（隣接する三和安塚道路の整備効果も含める）
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出典：整備なし（H22年度道路交通センサス）
全線供用（H42将来交通量推計に基づく推計値）
（隣接する三和安塚道路の整備効果も含める）



③冬期間におけるスムーズな交通の確保

３．事業の投資効果

○上越市は豪雪地帯であり、冬期の降雪日は圧雪や堆雪による幅員減少などにより走行速度が低下するため、国道

253号を通過する通勤・通学者は、非冬期に比べ走行時間が約7分増加（浦川原区有島～三ツ屋間）。

○上越三和道路の整備により、冬期の路面凍結や積雪時の圧雪、路肩狭小区間におけるすれ違い困難などの問題

のある国道253号（現道）を回避でき、冬期間の安全性・信頼性が向上する。
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深
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m
)

【県内主要都市の最深積雪】 過去30年の10年毎平均

出典：気象庁
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非冬期 冬期(降雪日）
0
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20
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約21分 約24分

約0分

約2分 約1分

約5分
約23分

約30分

冬期は
約7分増加

【国道253号における冬期・非冬期の走行時間】

出典：プローブデータ（非冬期・冬期の平日を集計）
（非冬期：H27.9～11（59日間））、（冬期：H25～H27年度の12～2月平日降雪日）
（集計時間帯：7:00～9：00（15分単位で集計））

走行時間 平均渋滞時間走行時間 平均渋滞時間
大渋滞に備えて余裕を
見込んでいる時間



事業の投資効果等

①北陸新幹線上越妙高駅と主要観光地のアクセス機能向上（P.5参照）

・北陸新幹線（上越妙高駅）の開業により、上越市への観光客の増加が見込まれており、市内観光施設へのアクセス
性向上、域外との交流促進・地域の活性化に寄与する。

②第三次医療施設（新潟県立中央病院）へのアクセス向上（P.6参照）

・上越地方唯一の第三次医療施設である新潟県立中央病院の30分圏域カバー人口が約6.2千人増加するなど、迅速
な救急医療患者の搬送に貢献する。

③冬期間におけるスムーズな交通の確保（P.7参照）

・冬期の路面凍結や積雪時の圧雪、路肩狭小区間におけるすれ違い困難などの問題のある国道253号（現道）を回避
でき、冬期間の安全性・信頼性が向上する。

④日常生活圏の中心都市である上越市街地へのアクセス向上

・国道253号沿線地域と上越市街地は、通勤・通学・買い物など日常生活で密接なつながりがある。

日常生活圏の中心都市（上越市街地）とのアクセス性が向上し、日常生活の利便性が向上する。

⑤地元の農産業を支援

・ 国道253号沿線地域のしいたけ・山菜等の特産品は新潟県内や上越市内を中心としたＪＡえちご上越 中央物流セ

ンターに集荷されるため、国道253号を利用することが多い。上越市へのアクセス性が向上し、地元の農産業を支援

する。

３．事業の投資効果
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事業名 国道253号 上越三和道路

起終点
自：新潟県上越市寺
至：新潟県上越市三和区本郷

延長 7.0km

事業概要
国道253号上越三和道路は、「広域的なネットワークの強化」、「第三次医療施設へのアクセス
向上」、「冬期を含めた道路交通の安全性・信頼性の確保」などを目的とした延長7.0kmのバイパ
ス事業である。

平成11年度都市計画決定 平成13年度事業化（権限代行） 平成13年度用地着手 平成14年度工事着手

全体事業費 約704億円
事業進捗率
（平成28年度末予定） 26% 供用済延長 －

計画交通量 10,700～22,200 台/日

費用対効果
分析結果

B/C 総費用 （残事業）/（全体事業） 総便益 （残事業）/（全体事業） 基準年度

（事業全体） 1.04 385/599億円 625/625億円 平成28年度

（残事業） 1.6
事 業 費：
維持管理費：

380/594億円
4.7/4.7億円

走行時間短縮便益：
走行経費減少便益：
交通事故減少便益：

455/455億円
139/139億円
31/ 31億円

感度分析の結果

（事業全体） 交通量：
事業費：
事業期間：

(-10%～+10%)B/C=0.9～1.1
(+10%～-10%)B/C=0.98～1.1
(+20%～-20%)B/C=0.96～1.1

（残事業） 交通量：
事業費：
事業期間：

(-10%～+10%)B/C=1.4～1.8
(+10%～-10%)B/C=1.5～1.8
(+20%～-20%)B/C=1.5～1.7

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価格を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内容と一致しないことがある。
※費用対効果分析結果及び感度分析の結果の欄に係る数値は平成28年度評価時点。
※費用及び便益額は、10以上：整数止め、10未満：小数1桁止め、1.0以下：小数第2位止め とする。
※便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階の改善を反映している。
※費用対効果分析結果及び感度分析の結果は小数1桁止め、ただし、四捨五入で１.0となる場合は、1.0以上か以下がわかるように記載。

てら

４．費用対効果
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○寺IC～（仮称）鶴町IC間は、平成30年度の暫定2車線供用を目指して整備を進める。

○（仮称）鶴町IC～（仮称）三和IC間の暫定2車線整備に向けて整備を進め、全線4車線化は、交通状況を勘案しつつ整

備時期等について検討する。

５．対応方針（原案）
事業の必要性等に関する視点

事業の進捗の見込みの視点

コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

対応方針（原案）：事業継続

事業を巡る社会経済情勢等の変化

○平成17年1月に1市6町7村が合併し上越市となる。

○平成22年3月に三和安塚道路（浦川原IC～安塚IC）が暫定2車線で供用

事業の進捗状況

○事業の進捗状況：用地進捗率88％、事業進捗率26％（平成28年度末予定）

残事業の内容 ：設計、埋蔵文化財調査、用地取得、改良工事を推進

○上信越道4車線化におけるトンネル掘削土等、建設発生土の有効活用や新技術の活用等により、コスト縮減を図る。

○国道253号上越三和道路は、地域高規格道路「上越魚沼地域振興快速道路」延長60kmのうち延長7.0kmの道路であ
り、広域ネットワークの一部を構成する重要な役割を担っている。

○上越三和道路の整備により、広域的ネットワークの強化、第三次医療施設へのアクセス向上、冬期を含めた道路
交通の安全性・信頼性の確保など、多様な効果が見込まれるため事業を継続する。

う ら が わ ら や す づ か

つ る ま ちてら

さ ん わ

関係する地方公共団体等の意見

○地域から頂いた主な意見等：上越市から、整備促進の要望を頂いており、特に上越三和道路並びに三和安塚道路

の早期開通に向けた整備促進及び未整備区間（安塚IC以東）の早期着工について要望

を頂いている。

○知事の意見：地域の安全・安心確保等のため、事業を継続する必要がある。

や す づ か

つ る ま ち
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６．費用対効果分析実施判定票

平成28年度 事　業　名： 国道253号上越三和道路

道路計画課 担当課長名：東　佑亮

チェック欄

　　 □

前回評価で費用対効果分析を実施している

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]
　発生集中交通量の減少がない。

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]
　事業費の増加はない。

以上より、　費用対効果分析を実施するものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
　事業期間の延長はない。

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％
以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上
回っている。

・前回評価時における感度分析の下位ケース値が基準値を下回っている。
　平成25年度感度分析の下位値
　〔全体事業〕　・交 通 量（-10％）　B/C＝0.95　　〔残事業〕　・交 通 量（-10％）　B/C＝1.3
　　　　　　　　　 ・事 業 費（+10％）　B/C＝0.96　　　　　　　 　 ・事 業 費（+10％）　B/C＝1.3
　　　　　　　　　 ・事業期間（+20％）　B/C＝0.9　　　　　　 　　・事業期間（+20％）　B/C＝1.2

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

　地元情勢等の変化がない。

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

　費用便益分析マニュアルの変更がない。

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 　事業目的に変更がない。

外的要因

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式
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客観的評価指標抽出資料

- 12 -



- 13 -

【国道（ニ次改築）】

前提条件 (1) 事業の効率性 ■ 便益が費用を上回っている。

Ⅰ．活力 (1) 円滑な
モビリティの確保

● 現道等の年間渋滞損失時間（人・時間）及び削減率

□ 現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が
期待される

□ 現道又は並行区間等における踏切交通遮断量が10,000台時/日以上の踏切道の
除却もしくは交通改善が期待される

■ 現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線が存在
する

■ 新幹線駅もしくは特急停車駅へのアクセス向上が見込まれる

□ 拠点空港（会社管理空港、国管理空港、特定地方管理空港）、地方管理空港
もしくはその他の空港・共用空港へのアクセス向上が見込まれる。

(2) 物流効率化の支援 ■ 重要港湾もしくは特定重要港湾へのアクセス向上が見込まれる

■ 農林水産業を主体とする地域において農林水産品の流通の利便性向上が見込
まれる

□ 現道等における、総重量25tの車両もしくはISO規格背高海上コンテナ輸送車
が通行できない区間を解消する

(3) 都市の再生 □ 都市再生プロジェクトを支援する事業である

□ 広域道路整備基本計画に位置づけのある環状道路を形成する

□ 市街地再開発、区画整理等の沿道まちづくりとの連携あり

□ 中心市街地内で行う事業である

□ 幹線都市計画道路網密度が1.5km/km2以下である市街地内での事業である

□ DID区域内の都市計画道路整備であり、市街地の都市計画道路網密度が向上す
る

□ 対象区域が現在連絡道路がない住宅宅地開発（300戸以上又は16ha以上、大都
市においては100戸以上又は5ha以上）への連絡道路となる

(4) 国土・地域
ネットワークの
構築

□ 高速自動車国道と並行する自専道（A’路線）としての位置づけあり

■ 地域高規格道路の位置づけあり

■ 当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路線を構成
する

□ 現道等における交通不能区間を解消する

□ 現道等における大型車のすれ違い困難区間を解消する

■ 日常活動圏中心都市へのアクセス向上が見込まれる

(5) 個性ある地域の
形成

□ 鉄道や河川等により一体的発展が阻害されている地区を解消する

□ 拠点開発プロジェクト、地域連携プロジェクト、大規模イベントを支援する

■ 主要な観光地へのアクセス向上が期待される

□ 特別立法に基づく事業である

□ 新規整備の公共公益施設へ直結する道路である

□ 歴史的景観を活かした道路整備や中心商店街のシンボル的な道路整備等、特
色あるまちづくりに資する事業である

●事業採択の前提条件を確認するための指標

●事業の効果や必要性を評価するための指標
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Ⅱ．暮らし (1) 歩行者・自転車の
ための生活空間の
形成

□ 自転車交通量が500台/日以上、自動車交通量が1,000台/12h以上、歩行者交通
量が500人/日以上の全てに該当する区間において、自転車利用空間を整備する
ことにより、当該区間の歩行者・自転車の通行の快適・安全性の向上が期待で
きる

□ 交通バリアフリー法に基づく重点整備地区における特定経路を形成する区間
が新たにバリアフリー化される

(2) 無電柱化による
美しい町並みの
形成

□ 対象区間が電線類地中化５ヶ年計画に位置づけあり

□ 市街地又は歴史景観地区（歴史的風土特別保存区域及び重要伝統的建造物保
存地区）等の幹線道路において新たに無電柱化を達成する

(3) 安全で安心できる
くらしの確保

■ 三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる

Ⅲ．安全 (1) 安全な生活環境の
確保

□ 現道等に死傷事故率が500件/億台キロ以上である区間が存する場合において
、交通量の減少、歩道の設置又は線形不良区間の解消等により、当該区間の安
全性の向上が期待できる

□ 当該区間の自動車交通量が1,000台/12h以上（当該区間が通学路である場合は
500台/12h以上）かつ歩行者交通量100人/日以上（当該区間が通学路である場
合は学童、園児が40人/日以上）の場合、又は歩行者交通量500人/日以上の場
合において、歩道が無い又は狭小な区間に歩道が設置される

(2) 災害への備え □ 近隣市へのルートが１つしかなく、災害による１～２箇所の道路寸断で孤立
化する集落を解消する

■ 対象区間が、都道府県地域防災計画、緊急輸送道路ネットワーク計画又は地
震対策緊急整備事業計画に位置づけがある、又は地震防災緊急事業五ヶ年計画
に位置づけのある路線（以下「緊急輸送道路」という）として位置づけあり

□ 緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路
線を形成する

□ 並行する交通ネットワークの代替路線として機能する（A’路線としての位置
づけがある場合）

□ 現道等の防災点検又は震災点検要対策箇所もしくは架替の必要のある老朽橋
梁における通行規制等が解消される

□ 現道等の事前通行規制区間、特殊通行規制区間又は冬期交通障害区間を解消
する

Ⅳ．環境 (1) 地球環境の保全 ● 対象道路の整備により削減される自動車からのCO2排出量

(2) 生活環境の
改善・保全

● 現道等における自動車からのNO2排出削減率

● 現道等における自動車からのSPM排出削減率

□ 現道等で騒音レベルが夜間要請限度を超過している区間について、新たに要
請限度を下回ることが期待される区間がある

□ その他、環境や景観上の効果が期待される

Ⅴ．その他 (1) 他のプロジェクト
との関係

■ 関連する大規模道路事業と一体的に整備する必要あり

□ 他機関との連携プログラムに位置づけられている

(2) その他 ■ その他、対象地域や事業に固有の事情等、以上の項目に属さない効果が見込
まれる

※○印の指標は定量的な記述により効果を確認する。
□印の指標については定性的または定量的な記述により効果の有無を確認する。

※●、■は該当する指標を示す。



○再評価実施時点における評価指標該当項目

前提条件
（１）事業の効率性

B/C＝1.04（事業全体の費用対効果）

Ⅰ．活 力
（１）円滑なモビリティの確保

・現道等の渋滞損失時間の削減 約35万人・時間/年(-60％)【P4詳述】
（整備なし 58万人・時間/年 → 全線供用 23万人・時間/年）
・現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路線が存在する。 【P7詳述】
・新幹線停車駅である北陸新幹線上越妙高駅へのアクセス向上が見込まれる。

（２）物流効率化の支援
・重要港湾である直江津港へのアクセス向上が見込まれる。
・特産品の物流効率化・産業効率化を支援する。
（JAえちご上越 安塚支店～中央物流センター 整備なし 34分 → 全線供用 25分 28％短縮）

（４）国土・地域ネットワークの構築
・地域高規格道路「上越魚沼地域振興快速道路」の一部区間を形成する。
・当該路線が隣接した上越地方生活圏（中心都市：上越市）と魚沼地方生活圏（中心都市：十日

町市：南魚沼市）を最短時間で連絡する路線を構成する。
・上越地方生活圏の中心都市である上越市へのアクセス向上が見込まれる。
（上越市役所からの30分圏域カバー人口 整備なし 211.7千人→全線供用 216.2千人 約4.5千人増加）

（５）個性ある地域の形成
・市内観光施設へのアクセス性向上、域外との交流促進・地域の活性化に寄与する。【P5詳述】

Ⅱ．暮 ら し
（３）安全で安心できるくらしの確保

・ 第三次医療施設である新潟県立中央病院への30分圏域の拡大が見込まれる。 【P6詳述】
（新潟県立中央病院30分圏域カバー人口 整備なし218.5千人 → 全線供用 224.6千人 約6.2千人
増加）

Ⅲ．安 全
（２）災害への備え
・「新潟県地域防災計画」の第一次緊急輸送道路ネットワークとして位置づけあり。

Ⅳ．環 境
（１）地球環境の保全
・費用便益分析対象エリアのCO2排出量の削減量＝約1.2万t-CO2/年
（整備なし 約88.3万t-CO2 /年 → 全線供用 87.1万t-CO2 /年）

（２）生活環境の改善・保全
・国道253号（三ツ屋～青野）区間におけるＮＯx排出削減率＝約60％
（整備なし 約12.9t-NOX /年 → 全線供用 約5.1t-NOX /年）
・国道253号（三ツ屋～青野）区間におけるにおけるSPM排出削減率＝約60％
（整備なし 約0.73t-SPM/年 → 全線供用 約0.29t-SPM/年）

Ⅴ．その他
（１）他のプロジェクトその関係
・隣接する三和安塚道路と一体的に整備する必要あり

（２）その他
・冬期間のスムーズな交通を確保することで、冬期間の信頼性（定時性）の向上が期待される。【P7詳

述】
・上越三和道路の整備により、現国道253号の交通が上越三和道路へ転換し、安全な走行環境が確保さ
れ、事業区間の事故件数は年間約6件の減少が期待される。 【P4詳述】
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費用対効果算出資料
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様式－３②

費用便益分析の条件

事業名： 国道253号　上越三和道路

（２）
項目 チェック欄

費用便益分析マニュアル

（平成２０年１１月　国土交通省　道路局　都市・地域整備局）

その他 □

分析対象期間 ５０年間

社会的割引率 ４％

基準年次 平成28年度

１時点のみ推計 ■（Ｈ４２）

複数時点での推計 □

整備の有無それぞれで交通流を推計 ■

整備の有無のいずれかのみ推計 □ 有　　　□ 無
いずれかのみの推計とした理由を記載

道路交通センサスをベースとした自動車ＯＤ表 ■

（三段階推定法） （Ｈ１７センサス）

パーソントリップ調査をベースとした自動車ＯＤ表

（四段階推定法）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

交 　　　無 ■

通 　　　有 □

流 考慮した開発交通量（トリップ数） （　　）台ﾄﾘｯﾌﾟ/日

推 考慮した理由を記載

計

Ｑ－Ｖ式を用いた配分 □

転換率式を用いた配分 □

Ｑ－Ｖ式と転換率式の併用による配分 ■

均衡配分（リンクパフォーマンス関数を用いた配分） □

簡易手法 □

小規模事業である □

山間部海岸部で併行道路が少ない □

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
簡易手法の考え方（将来交通量の設定方法等）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） □

各回の配分終了時の速度を交通量でウェイト付け

して設定
採用理由を記載

最終配分の速度 □
採用理由を記載

■

速度設定の
考え方

その他（最終配分後の交通量とＱ－Ｖ条件式との関係から設定。
　　　　　この際、Vminは実態に即した速度で設定。）

□

■

□

簡易手法の

採択理由

有の場合のみ

いずれかのみの

推計の場合

推計の状況

交通流の
推計時点

算出マニュアル

分析の基本的事項

推計に用いた
ＯＤ表

配分交通量の
推計手法

開発交通量の
考慮
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事業名： 国道253号　上越三和道路

（３）
項目 チェック欄

考慮しない ■

考慮する □

面的に考慮 □

対象路線のみ考慮 □

採用した休日係数 （　　　）　％
休日係数を考慮した理由および採用した休日係数の考え方を記載

考慮しない ■

考慮する □

採用した通行止め日数 （　　　）　日

とり止め交通を考慮する □
とり止め交通を考慮しない場合はその理由、考慮した場合はその考え方を記載

考慮しない □

考慮する ■

採用した冬期日数（年あたり） （９７）　日
採用した冬期日数の考え方を記載

冬期の走行速度と交通容量の関係
設定の考え方を記載

■

□

費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

独自に設定した値を使用 □
　算出根拠を添付すること

費用便益分析マニュアルの値を使用 ■

独自に設定した値を使用 □
　算出根拠を添付すること

中央分離帯の有無を考慮 □

中央分離帯の有無を考慮しない ■

考慮しない ■

考慮する □
　（考慮の場合、算出根拠を添付すること）

その他

休日交通の
影響

ブロック別・車種別走行台キロの伸び率による設定

その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

交通流推計の
時点以外の
便益の算定

考慮する

場合のみ

考慮する

場合のみ

採用した通行止め日数の考え方を記載

冬期交通の
影響 考慮する

場合のみ

降雪が最初に観測された日から最後に観測された日までの冬期日数（97日）及び降
雪日数（48日）を考慮

通常期と冬期の速度比（降雪時14%低下、降雪時以外6%低下）を考慮

便
益
の
算
定

災害等による
通行止めの
影響

走行時間短縮・走行
経費減少・交通事故
減少以外の便益

車種別時間
価値原単位

車種別走行
経費原単位

交通事故減少
便益算定
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事業名： 国道253号　上越三和道路

（４）
項目 チェック欄

詳細事業計画による値を採用 ■

標準投資パターンを採用 □

その他（詳細事業計画による値を採用） □
維持管理費の設定根拠を記載

権限代行区間であるため、新潟県の管理する国道の実績値から設定

積雪地域または寒冷地域である ■

考慮しない ■

考慮する □

事業費を考慮 □

維持管理費を考慮 □
当該道路整備が行われない場合の費用を考慮した理由及び考え方を記載（対策内容、費用等）

その他

４．その他

考慮する

場合のみ

維持管理費

雪寒費

事業費

費
用
の
算
定

当該道路整備が
行われない場合
の費用
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車線数 延長

4 7.0km

■事業費内訳（事業全体）

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

①工事費 55,577

改良費 21,772

土工 ｍ3 1,982,534 10,349 切土（360,920ｍ3）、盛土（2,531,400ｍ3）

軟弱地盤改良工 本 41,776 8,146 DJM

法面工 ｍ2 419,600 378 盛土法面、植生シート

函渠工 ｍ 783 1,710 補強土壁、重力式擁壁、ブロック積擁壁等

排水工 式 1 657

中央分離帯工 ｍ 7,060 377

雑工 式 1 155 排水樋管、市道・側道・機能補償道舗装

橋梁費 9,544

100m以上 ｍ 178 1,912

100m未満 ｍ 394 7,632

ＩＣ・ＪＣＴ費 17,723

ＩＣ 箇所 3 13,586

ＪＣＴ 箇所 1 4,137

舗装費 1,119

車道舗装 ｍ2 128,700 1,089

歩道舗装 ｍ2 9,500 30

付帯施設費 1,016

交通管理施設工 式 1 1,016

埋蔵文化財調査費 4,403

埋蔵文化財調査 ｍ2 183,446 4,403

②用地及補償費 4,800

用地費 ｍ2 424,532 3,411

宅地 ｍ2 13,908 716

田畑 ｍ2 379,150 2,679

山林・原野 ｍ2 31,474 16

補償費 式 1 1,389

③間接経費 式 1 10,023 地質調査、測量、設計にかかる費用及び予備費

全体事業費 70,400

【単価等について】

○工事費算出にあたっては、土木工事標準歩掛及び近接事業箇所の実績単価を使用

○用地補償費算出にあたっては、近接事業箇所の直近実績単価を使用

路線名 箇所名

国道253号 上越三和道路

参考様式-1
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車線数 延長

4 7.0km

■事業費内訳【残事業】

区分 費目 工種 単位 数量
金額

（百万円）
備考

①工事費 43,761

改良費 14,895

土工 ｍ3 1,353,750 7,557 切土（360,920ｍ3）、盛土（2,526,000ｍ3）

軟弱地盤改良工 本 28,343 4,513 DJM

法面工 ｍ2 373,336 330 盛土法面、植生シート

函渠工 ｍ 620 1,418 補強土壁、重力式擁壁、ブロック積擁壁等

排水工 式 1 564

中央分離帯工 ｍ 7,060 377

雑工 式 1 135 排水樋管、市道・側道・機能補償道舗装

橋梁費 7,886

100m以上 ｍ 178 1,912

100m未満 ｍ 370 5,974

ＩＣ・ＪＣＴ費 16,867

ＩＣ 箇所 3 12,730

ＪＣＴ 箇所 1 4,137

舗装費 937

車道舗装 ｍ2 111,274 928

歩道舗装 ｍ2 4,605 9

付帯施設費 1,003

交通管理施設工 式 1 1,003

埋蔵文化財調査費 2,173

埋蔵文化財調査 ｍ2 86,595 2,173

②用地及補償費 552

用地費 ｍ2 1,400 10

宅地 ｍ2

田畑 ｍ2 1,400 10

山林・原野 ｍ2

補償費 式 1 542

③間接経費 式 1 7,892 地質調査、測量、設計にかかる費用及び予備費

全体事業費 52,205

【単価等について】

○工事費算出にあたっては、土木工事標準歩掛及び近接事業箇所の実績単価を使用

○用地補償費算出にあたっては、近接事業箇所の直近実績単価を使用

路線名 箇所名

国道253号 上越三和道路

参考様式-1
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全事業　／　残事業

車線数 延長

4 7.0km

■維持管理費内訳

単位 数量
金額

（百万円）
備考

km 7.0 1,438

1,438

【単価等について】

○維持管理費は、当該道路周辺地域における新潟県管理道路の維持管理等に要する実績経費に基づき算出。

維持管理費合計

路線名 箇所名

国道253号 上越三和道路

区分

維持修繕費

参考様式２


